３　各種委員会
（１）　教育委員会


　教育委員会の発足とその経過については、「昭和前期＝教育制度の改革」において詳しく述べてあるので省略し、ここでは現在までの大筋と現況について掲載しておく。
教育委員会制度発
　戦後、民主主義を基調とした諸施策がとられたなかに、義務教育を６・３制とする大改革と併せ、教育行政
足までの概要
も民主行政とするために、教育委員会制度を昭和２７年１１月１日から発足させ、公選による教育委員５人が決まった。しかし教育委員会の中核となる教育長は、役場の助役などで兼任されているところがほとんどで、教育行政の取組みは遅れ、教員人事などにも混乱を生じて４月にはいっても教員人事が完了せず、学校は始業できないという事態も起こったりした。

教育委員会制度の
　羽合町内旧４か村もそれに近い状況であったが、昭和２８年４月羽合町の合併によって専任の教育長、公選
流れ
委員が誕生したが、その後教育委員会は公選委員、予算編成権の保有という立場の上に立って漸次力をもつようになり、全国的に町長部局と意見の対立をみるようになり、教育委員会公選制に多くの問題点が論議されるようになった。結局昭和３１年１０月１日施行の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が施行され、教育委員は公選制から市町村長の任命制となり、予算編成権も失なって現在にいたっている。

　現行の教育委員会制度と活動内容を述べれば次のとおりである。

１、教育委員会は、特別の場合を除き５人の委員で組織し、教育長は５人の委員のうちから互選で決める。た


　だし県教育委員会の承認を必要とする。


２、教育委員の任期は４年で、市町村長が議会の同意を得て任命する。委員の任期は毎年誰かが満了になる仕


　組みで、３１年１０月１日を基準日にして１年委員１人、２年委員１人、３年委員１人、４年委員２人と決


　められた。

３、教育委員会に委員長、委員長職務代行者を置き、委員長は委員の互選で任期１年となっている。


４、教育委員会には事務局を置き、事務局は教育長が統轄する。事務局は教育に関する一切の事務を掌り、事


　務の一部を教育長専決によって行うことができる。


　以上が教育委員会組織のおもな点であるが、会議はおおむね毎月１回開催し、その都度の重要議案を協議している。
羽合町の教育委員
　羽合町合併以来の教育委員は次のとおりである。
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